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当面の治水目標の設定における事業効率評価指標について
	評価手法
	経済的内部収益率

	
	考え方
	得られる便益（効果）の現在価値が、費用の現在価値と等しくなる割引率

	特　徴
	· 投資額と同じ効果が得られる「利回り」で表現できる
· 社会的割引率の設定は不要
· 投資額単位あたりの事業効率をみる場合に適用


治水事業における経済的内部収益率の考え方（イメージ）
[image: image1.bmp]




















1年目おおｌ





ｂ1/(1+r)























ｂ1/(1+r)49








ｂ1





被害軽減効果





費用





が得られる利益





（注）実際の算定では、建設にはある程度の期間が必要であり、また維持管理費用においても整備後50年間必要となるが、ここでは便宜上、建設費のみを初期投資と表現している。また、建設した施設は完成後50年間供用され、毎年同じ被害軽減効果が得られるものとしている。
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経済的内部収益率ｒ％が小さい


⇒大きな建設費用が必要
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50年間の　　の総和が建設費用　　と等しい
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■ 事業①と事業②は毎年ｂ１という同じ被害軽減効果を50年間得ることができる
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50年間の　　の総和が建設費用　　と等しい





建設


費用


C①





50年目





2年目


























































































































経済的内部収益率ｒ％が大きい


⇒小さい建設費用で効果が得られる
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